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は じ め に
現代企 業 ・巨大株式会 社の経 営活動は,す でに前編(「経 営組織 の基 本性格 」本論 集,第36巻 第
1号)で 指摘 した よ うに,人 び との 日常生活 は もとよ り,社 会経済 や国際経 済 のあ りかた に も大 き
な影響 をお よぼす ものにな ってい るが,同 時 に,経 営活 動 その もの も,き わめて多数 の人 びとの集
団的な労働 に もとつ く高度 に組織的 な もの と して展開 されてい る。経営活動 が多数 の人 び との集 団
的 な労働 に依存 す るか ぎ り,そ の集 団労働 を技術的 に合 理的な分 業 と協業 の システムに編成 す ると
と もに,労 働 に従事 す る人 び との労働意欲 の高揚 や協 力関係 の形成 維持 をはか ることが,経 営 目的
を効 果的かつ能率的 に達成す るうえで必要不 可欠 にな る。
一般 的に い って,前 者は,経 営 目的達成 のた めに,経 営活動 の全体 をいろいろな種類 や 内容 の
「なすべ き仕事」(worktobedone)すなわち職能(function)に区分 す るとと もに,各 人 が担 う
べ き職能 ・仕 事の責任 と権限 の範 囲た る職務(job)を確定 す ること,そ して,そ のよ うに して得 ら
れ る職 能 や職 務の相互関連 な らびに,そ れ ら全体 の経 営 目的 に対 す る有機的関連 を明確 にす ること
な ど,主 と して経営組織 の職能 構造 的側面 にか かわ る問題 であ る。 それに対 し,後 者は,経 営組織
の職能 構造のなか で分化 され専 門化 された職務 を遂行 して いる人間 お よび人間諸関係,す なわ ち,
経営組織 の人 間的社会的側面 にかかわ る問題 であ る。
この両 者は,同 じ経営組織 の問題 を異な る側面 において捉 えた ものであ る。 したが って,そ れ ぞ
れは別個 の問題 と して孤立 してあ るわけ ではな い。 た とえば,職 能 や職務 の問題 は,そ れ 自体 と し
て存在 す るのではな く,現 実 にはそiれらを担 う人間 お よび人間諸関係 との密接 な内的関連 において
具体化 され る。他方,人 間 お よび人間 諸関係 も,そ れ 自体 がただち に経営組織 の問題 にな るのでは
な く,職 能 や職務 を媒 介的契機 とす ることに よ って経営組織 の問題 にな るのであ る。
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しか しなが ら,職 能や職務 の問題 と,職 能 や職務 を現 実に担 う人 間お よび入間諸関係 の問題 とは,
理 論的に区別 され るべ き問題 であ り,ま た実際に も,そ れ ぞれは性 質の異な る問題 を内包 して い る。
以下 にお いて,ま ず経営組織 の職能的構造 の問題 を扱 い,つ ぎに人間的社会的側面 にふれ ることに
す る。
1経 営の基本職能
企業 におけ る経 営活動 の分業 と協業 の技術 的な システム を具体的 に どのよ うな ものにす るかは・
経 営 目的 の達成 に直接 かかわ る経営実践上の重要な問題 であ る。それ を最終 的 に決 定す るのは,い
うまで もな く,企 業 の経営者(個 人 もし くは組織)で あ るが,し か し,経 営者 もその ことを恣意的
に決 める ことはで きない。経 営活動 におけ る分業 と協業 の技術的 な システ ムは,企 業 の経済的種類
や規 模,経 営活 動の 内容や範 囲,物 的技術的 な経 営諸手段,経 営構成 員 の質量 やその人間 諸関係,
企業 をと りまく環境 な どの諸 条件 に規定 されるか らで ある。すなわ ち,分 業 と協業 の技術的 な シス
テムが,そ のよ うな諸条件 に適 合的 に編成 されないか ぎ り,経 営活動 の有効性 や能 率性 を確保 す る
ことは できな いのである。
したが って,経 営活動 の分業 と協業の システムは,企 業 に よ り異 な り,す べての企業に普遍 的 に
あては まる唯…・最善の形態 は存在 しない ことにな る。分業 と協業の システムを規定す る上記 の諸条
件 が企業 に よって異な っているか らである。 しか し,そ れに もかかわ らず,経 営活動 を職 能的 に分
割 した り,分 割 された職能 を有機的 に結合 した りす る手順 な い し方法 には,一 定 の共通性 もあ る。
その共通性は,な によ りもまず,現 実の経営活動が どの よ うな企業 において も,過 程的 に営 まれ る
諸 活動 と階層的 に営 まれ る諸活動 とに よって有機的 に構成 されてい ることによ るものであ る。
一s般に,企 業 の経 営活動 は,こ れを製造企業 につ いてみれば,貨 幣資本(G)で もって商品市場
か ら権械,装 置,器 具,原 材料 な ど生産諸手・段(Pm)を 購入 し,労 働Ti∫場 か ら各種 の労動 力(A)
を購入 す る,すなわ ち,い ろいろな職 種 の労働 者 を雇用 す る購 買過程(W),購 入 した生産手段 と労
働 力 とを結合消費 して新 しい使用 価値 を もつ商品 を生産す る生産過程(P),生 産 され た商品(W')
を販売 して当初 よ りも多 い量の貨幣,す なわち投下 資本 プラス利潤 を獲得 す る販 売過程(G')お よ
び,貨 幣資本の調達,運 用,利 潤 の処分 な どを行 う財務 過程(G-G)か ら成 り立 っている。
G-W{賛n一,・P… …W':一 一一一G'の 図 式 で示 され る儲 濁 に お け る それ ら諸 過 程 は ・・本
来的 には時間系列的 な循環過程 であ る。それゆえに,経 営活動 が単独個人 の活動 として営 まれ る一
人企業 の場 合には,そ れ ら諸過程は,同 一人格 によ って連続的 に遂 行 され るこ とにな る。 しか し,
現代企 業におけ るよ うに,経 営活動 が多数の人び との集 団的な労働に もとづいて い る大規模 な活 動
であ る場 合には,そ れ らの諸過程は,そ れぞれが独立的 な仕事 ・職 能 と して区分 され,多 数 の異 な
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る人格 ・個人 や集 団によ って同時並列 的に遂行 され るのであ る。
このよ うに して独 自化 され る職能,す なわ ち,購 買職能,生 産職能,販 売職能,財 務 職能は・企
業 ・製 造企業 に不 可欠な基本職能 で あ る。 ただ し,そ れ らの諸職能 は,経 営活動 を進行過程 に即 し
て水平 的 に把 握 し,そ れぞれの過程 を独 立の仕 事 と して分割 した ものであ る・そのために・ それ ら
諸職能は,一 般 に過程 的職能 もし くは水 平的職 能 と呼 ばれてい る。
以上 のこ とを,一 般的 な概念 図で示す と,つ ぎの ようにな る(図1)。 この図は,現 実の企業に
おけ る経営活動 が単一 でな い多数 の時間 系列的な循 環過程 と して行われて い ること,し たが って,
経営活動がとる異なる過程が同時凶に存在することをもあわせ示している。多事業 ・多角的経営を
営んでいる今日の大規模企業は,きわめて多数の水平的な経営活動の過程を内部に含むことによっ
て,異なる過程の同時的存在をさらに複雑なものに展開させている・
図1.経 営活動の循環過程
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〈出 所:片 岡 信 之 『経 営 経 済学 の 基 礎 理 論 』=T一食 書 房,1973年,151ペ ージ〉
ところで,企業の経営活動は,過程的 ・水平的に把握されるだけでなく,階層的 ・垂直的にも把
握される。企業の経営活動が,利潤の獲得を経営目的として追求する意識的な活動として・その目
的達成のための活動計画を設定する活動,経営活動が計画どおりに行われるように各種の作業を組
織 し指揮し統制する活動,作業そのものを直接に執行する活動などの部分活動を必要とするからで
ある。これらの諸活動も,単独個人によ為経営の場合には同一人格の活動として遂行されるが・多
数の人びとの集団労働にぜ,とつく現代企業の経営活動においては,それぞれの活動が・独立した職
能として区分され,特定の個人や集団に専属的な仕事として同時並行的に遂行されるようになる。
経営活動を階層的 ・垂直的に把握することによって得られるこのような職能も,企業に不可欠な
基本職能である。しかし,これらの職能は,経営活動の進行過程に即して水平的に把握される水平
的 ・過程的職能とは概念的に区別されるものであるために,階層的 ・垂直的職能と呼ばれている。
一般に,経営活動の基本方針や経営計画を設定し経営活動を全体的に統制する職能が経営職能,経
営方針や経営計画を具体化 しそれの執行を指揮 し監督し統制する職能が管理監督職能,執行作業に
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図2.経 営の階層的 ・垂直的職能
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直接 従事す る職能 が作業職 能 と して区分 され るが(図2),同 時 に,前 二者は経営管理職能 として
総 括 され,作 業職能 に対 置 させ られ る。経営管理職能 と作業職 能の性格 に質的な違いがあ るこ と,
そ して,資 本主義企業 では,両 者 の関係 が,た んな る仕事上 の区別 によ る関係 だけでな く,資 本 と
賃労働 の関係 を も含 むた めであ る。
以上 でのべた二 つの種類 の基 本職能は,同 じ経営活動 を二つの側 面で・すなわち・ ヨコとタテに
おいて把握 し区分 した ものであ る。 したが って,そ れぞれ の職能は,孤 立的 にではな く,立 体的な
対応 関係 にお いて理解 され るべ き ものである。その ことを,企 業規模 の拡大 にと もな って必然化 す
る経 営活 動 の職能的 な分化 ・細分化 の過程 と関連 させて,よ り具体的 に考察す ることに したい。
2職 能の分化と細分化
個 人企業 で一人経営 の場合 は,所 有者個人 が経 営活動のすべて を単独 で遂行するほかな いが,し
か し,企 業規模 が拡 大 し,一 定 多数 の人聞 が労働者 ・作業員 として雇用 され直接的作業 に従:事する
よ うにな ると,企 業 の所有者は,作 業 労働 か ら次第 に解放 され,経 営者 として経営管理 に関 す る仕
事 に専念 す るよ うにな る。 この ことは,経 営活動 が,経 営管理活動 と直接的作業活動 とに職能的 に
分化 捗 るこ とを意味す る。 この分化 は,経 営活動 におけ る最初 の,そ して,も っとも基 本的な階 層
的 ・垂 直的 職能分化 であ る。 その意 味 で,こ の分化 は第 一次垂直的職能 分化 と呼ぶ ことが できる。
この よ うな経営活動 の垂 直的職能 分化は,歴 史的 には,資 本主義生産 の生成 とと もに始 まって い
る。 資本主義生産 の出発 点は,「か な り多数 の労働者 が,同 じときに,同 じ空間 で(ま た は,同 じ
労働場所 で,と い って もよい),同 じ種類 の商品の生産 のために,同 じ資本家 の もとで働 くとい う
　め
こと」にあるからである。しかし,この第1次 垂直的職能分化が明確な姿をとって現われるように
なるのは,機械を技術的基盤とする機械観生産のもとにおいてである。機械制生産そのものの技術
的性格によって経営規模の拡大 ・労働者数の増大が必然的にもたらされ,経営管理活動と直接作業
活動とへの経営活動の職能的分化が不可避的に生 じるようになるからである。そしてまた,経営管
理活動に不可欠な精神的諸力能の所有者=経営者のもとへの集中も,機械制生産のもとではじめて
一 一 経営 の職能構造 と人間関係 一一 ・一25
　ヨエ
本格的 にな るか らであ る。
ところで・機械制生産 の発展 に と もな って企業 の経営規模 が拡大 し経営活動 の範 囲が拡 が るよ う
にな ると,所 有者 が経 営者 と して個人的 に行 っていた経営管 理の仕事 も,量 的 に増 大す るだけ でな
く質的に も複 雑化 し・所有者 個人 の もつ能 力や時 間の限界 を超 えるよ うにな る。 そのために,所 有
者は・経 営管 理の仕事 の一 部であ る個 別労働者 や労働 者群 の行 う作業 活動 を直接 に監督す る仕事 を,
特定 の労働者 に委任 し・ その監:督仕事の遂 行 責任 に照応 す る権 限 を彼 に一与え ざるをえな くなる。組
織 におけ る上位 者が下位者 に特定 の仕事 を委任 す るとと もに,そ の仕事:の遂行 に必要な権 限 を与 え
ることを・一般 に 「権 限 と責任 の委譲」(delegationofauthorityandresponsibility)と呼ぶ が,
この委譲 によ って生 じる経 営管理職能か らの監督職 能の分化 は,さ きにのべた第一 次垂 直的分化 に
つづ く経 営活動の さ らな る階層的 な職能分化 であ る。 その意味 で,こ の分化は第二次垂直的職能分
化 と呼ぶ ことがで きる。
この監督職能 の委任 は・特溺種類 の労働 者 である監督 者の監督 能 力,具 体的 には一人の監督者が
・蟻 効果的 に監鰍 制 で きる部下 の人数 を意味す る 「儲 の範 囲」(・p・n・f、up,,vi,i。n)もしく
は 「統制 の範 囲」(spanofControl)に限界が あるために,一 定数 の人員 を棊 準に多数の監督単位
ゆ
をつ くる形 で行わ れる。 したが って,監 督単位 は,経 営活動 のさ まざ まな過程 に設 け られ る ことに
な る・ こ'のことは要 す るに・経 営活動 の階層的 ・垂 直的 職能分化で ある監督職能 の分 化が,そ れ 自
体 と してではな く,現 実 には,経 営活動 の過程的 ・水平的 職能分 化 と同時対応的 に行われ ることを
意味 してい る。
すでに考察 したよ うに・経 営活動 の基本的 な進行 過程は,製 造企 業 を例に とれば,購 買,生 産,
販 売・財務過程 である。 したが って,経 営活動 におけ る最初 の,も っと も基 本的な水平的職能 の分
化 も,こ の経営活 動 の進行過程 に即 して行 われ る。購買職 能,生 産職能,販 売職能,財 務 職能 と し
て把握 され るこれ ら過程 的職能 の分化 は,第 一次水平的職能分化 と呼 ぶ こ とが でき,監 督単位 もこ
れ らの職能 について設 け られ るよ うにな る。 ただ しその場 合,財 務職 能は資本の調達 や利 潤 の処分
に係 る仕 事が 中心 をなすために,所 有者み ずか らがそれ を掌 握す る ことが多い とい える。 した が っ
て.監 督職能 の委任 は,さ しあた りまず,購 買,生 産,販 売につ いて行わ れ る。すなわ ち,購 買,
生産,販 売 とい う経 営活動 の過程的 ・水平的 な職能分化 が,経 営管理 職能 と作業職能 との分 化お よ
び経 営管理職能か らの監督 職能 の分化 とい う経 営活動 の階層的 ・垂 直的な職能分化 と,同 時対応的
に進行す るよ うにな る。そ して その結果 として,所 有 者は,経 営活動 の基 本方針 や経営計画 の設 定,
分 化 された諸職 能 の全体的 な調整 や統制 ・資本 の調達 や利潤 の処分 な どを内容 とす る,経 営管理職
能 に専念 す ることにな る。
しか し・以上 の よ うな比較的 に単純 な経営 活動の職能的分化 は,企 業が小規模 であ る場 合にだけ
あては まる・企業 の規 模が拡 大 す るよ うにな ると,経 営活動 の水平 的お よび垂 直的 な職能 分化が さ
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らにお しすす め られ るか らであ る。すなわ ち,過 程的職 能の 内部 で,そ れぞれの職能 の構成 要素 に
即 した仕事 の再分化 ・専門化 が行われ るとと もに,そ れに対応 する形 で、垂 直的 な職能 の再分 化 も
行 われ るようにな るのであ る。た とえば,生 産 手段 の購 買職能 が機械 や設備 な ど労働 手段 の購 買 と
原材料 な ど労 働対象の購 買 とに,生 産職能 が製 造,製 品開発,品 質管理,生 産管理 な どに・販売職
能 が営業,広 告宣伝,販 売促進 な どに,ま た,財 務 職能 が資本調達,出 納,投 資な どに要素的 に専
門化 ・再分化 される…方,そ れぞれにおいて,作 業職能 と監督職能 との分化が行な れる場合 がそれ
であ る。
経 営活動 にお け る水平的 ・過程的職 能が その構成 要素に即 して専門化 ・再分化 され ることを・第
二次水平的職能分化 もし くは要素的職 能分化 と呼 ぶ ことがで き るが,現 代 の大企業 においては・ こ
の要素的 に専門 化 された諸職 能 が さ らにい っそ うの専門的分化 をとげてい く。製 造が鋳造・機械加
工,板 金,塗 装,組 立,検 査な どに,そ して,そ れ らがさ らに細部的 な作業単 位 に分化 されてい く
ことがその例 の一・つである が,そ の よ うな細 分化 に対応 する形 で,監 督職能 も また質量的 に増大 し
多数 の監督 単位が設 け られ るよ うにな る。 そのた めに所有者 は,監 督 者 を監督 し,経 営活動 の部分
的 諸過程 や要素 を統制 する管理職能 を特 定の監督者 に委任 せ ざるをえな くな り,そ の結果 として・
い.くつかの監督単位 を監督統制 す る管 理単位が,過 程別,要 素 ・専門別,製 品別,事 業別,地 域別
な ど一定 の棊準 に もとづいて設 け られ る,経 営職能 か らの管 理職能 の分化 が進行 す る。所 有者 と直
接 作業者 とのあいだに多数 の管 理監督階層 を介在 させ る このよ うな経営職能 か らの管 理職能 の分化
は,経 営活動 におけ る第 三次乖直的職能分化 と呼 ぶ ことができ る。
ところで,経 営活動 の職能的分化 は,以 上につ き るわ けではない。企業 の経 営規模 の拡 大 と経営
活動 の広 範な展開のなか で,こ れ までにのべたの とは異 な る形 での職 能の分 化 も行わ れるか らであ
る。過程 的職能 の遂行 を援助 し促進 す る各種 サー ビス活動 の職 能 と しての分化 および,経 営管理職
能 を補助な い し補佐 す るスタ ッフ(staff)職能 の専 門化 がそれで ある。前者は第 三次水平的職能分
化,後 者は第 四次垂 直的職能分化 と して特 徴 づけ ることがで きる。
サー ビス職能 の分 化は,過 程 的職能 の分化お よび再分化 の過程 で,分 散的 に行 われていた ところ
の過程 的職能 の遂行 を援助 し促進 す る諸活動 が、その共通性な い しは類似 性に もとづいて区分 ・統
合 され,独 立 の新 しい職能 として専門化 され ることによ って生 じる。.人事厚生,経 理,庶 務、保管,
運搬,保 全な どの専門的職能化 がその代表的 な例 であ る。 サー ビス職能 は,企 業の基本職 能で あ る
過程 的職能 が効率的に遂行 されるよ う援 助 し促 進す る職能 であ り,し たが って経営 口的の達成 に間
接 的 に貢献 す る職能 であ る。 その ことを強調 し,サ ー ビス職能 を補助的(auxiliary)職能 として特
徴づける人もい試 しかし,舶 のプ、繊 な企業においtは,こ のサービス1職能繰 たす役割は
ます ます重要 にな ってお り,ま た,内 容的 に も複雑 多様化 して い る。 そのために,サ ー ビス職 能 内
部 で も水 平的 お よび垂 直的な職能 の分化 ・専門化 が進行 し,企 業 の職能構造 の い っそ うの高度化 を
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もた ら してい る。
一方 ,ス タ ッフ職能 の分化 は,経 営管理職能 の遂行 に必要な補助的 な諸作 業が,独 立の新 しい職
能 と して専門化 され ることによ って生 じる。 この よ うな職能 の専門化は,大 規 模企業 におけ る経営
管 理職能 の量的拡大 や質的複 雑化 にと もな って増加す る調査,情 報 ・デー タの収集 と分析,企 画,
助言 な ど経 営管 理職能の遂行 に必要な補助的 ない しは準備的 な諸作業 が,ま す ます専 門的な教 育・
訓練,知 識,経 験 な どを必要 とす ることに よって推進 されてい る。'スタ ッフ職能 の分化は,経 営管
理 職能 にお ける補助的 ない しは準備的な諸作 業 の専門的な職能化 であ る点で・す でにのべたよ うな
経営活動の垂直的職能分化とは区罰される性質をもつが,しかし,経営管理職能にかかわる職能分
化 で あ るの で,垂 直 的 職 能 分 化 に お い て理 解 して よい で あ ろ う。
ス タ ッ フ職 能 に は,調 査,分 析,企 画,助 言 な どの 諸作 業 を,経 営管 理 職 能 の 全 般 につ い て行 う も
の と,特 定 の部 面 だ け に つ い て 行 う もの とが あ る。 一一・i般に,前 者 は ジ ェネ ラル ・ス タ ッフ(general
,t。舐),後 者 は ス ペ シ 。ル,ス タ 。フ(,peci・1・t・の と呼 ばれ て い 署。 ス タ ・ フ職 能 は,経 瀦 や
管理 者の 「人格的延長」 としての特定個 人,た とえば秘書 によ って担 われ る場 合 もあ るが,し か し,
大企業では総務 部,社 長室,企 画室,管 理室,広 報室な どに組 織化 されてい るのが普通で ある。
3経 営者職能の展開
以上で考察 した ような経営活動 の職能的 な分化 ・細分化 の進展 の結果,企 業 の所有者は・経 営活
動 の基本方針 や経営 計画の設 定,分 化 された諸職能 の全体 と しての調整 や統制 ・ 資本 の調達 や利潤
の処分 な ど,経 営 職能 ・経 営者職能 に専念す ることにな るが,し か し,現 代 企業 ・大規模 な'株式会
社 においては,こ の経営者聯 髭の所有か らの分離現象な い し季頃向が顕著 にな る・ いわゆ る 「所有 と
経 営 の分離」 であ る・
「所有 と経 営の分離」現象 は,経 営 に直接参加 する出資者 である無限 責任社員 のほかに・ 経営 に
直接参加 しな い出資者であ る有限責任 社員 を構成 員 と して もつ合資会社 にその始 まりをみ ることが
で きるが,し か し,そ の分離 が本格的 になるのは,株 式会社企業形態 の もとにおいてであ る。 ここ
では,資 本の出 資者 と経営職能 を担 当す る経営 者 とが,人 格的 に分離 す るまでに至 るか らであ る・
周 知 のよ うに,株 式会社 では,出 資者 は株 主 と して株主総会 に出席 し,そ こにお いて経 営職能 を
担 当す る経営者 を選出す る。 その ことは法的 に も保障 され ている出資者 の権利 であ るが,し か し,
株主総会 におけ る意思決定 ・議決 が 「一株一票 の原則」に よるた め,大 株主 が企業 の実質的 な所有
者 と して株主総会 を支配 し,み ずか ら経 営職能 を担 当す る経営者 ・取締役 に選 ばれ ること もで きる。
所 有 と経 営が実質的 に結 びついてい るこの よ うな状況 は,今 日なお創業者 も しくは同族 支配の大企
業に み られ るものであ るが,し か し,株 式の分散化 や専門経 営者 を必要 とす る経 営職能 の複雑化 な
28一 経 営 論 集 一
どに よ り,「所有 と経営 の分離」は,次 第 に人格的 な分 離 をと もな うものに高度 化 して きて いる。
しか もその専門経 営者は,経 営 に関 す る専門知識 ・技能 ・経験 を必要 とす る経営職 能 の複雑化 と,
株式所有 の広範 な分散 に よ る個人大株 主 の支配 力の衰退 とを背景に して,委 任状 に よる議決権代 理
行使機構 を掌握 し,株 主総会 での取締 役選 出 を もみずか ら支配 す る企業 の実 質的な支配者 と して登
場 す る までに至 っている,ど い うことが主張 されて いる。 その よ うな事態 が,一 般 に 「経 営者 支
配 」(managementCOntrOl)と呼ばれ てい る ものであ り,こ の ことを実証 に よ り最初 に主 張 したの
は,周 知 のよ うに,バ ー リ(A.A.Berle)とミー ンズ(GC・Means)とい う,二 人 のア メ リカの
研 究者 であ った。
彼 らは,1920年代 の後 半 にいた るまでの資本 の集中のなか で巨大 な規 模 に成 長 した アメ リカの株
式会社が,株 式の広範 な分散 に よって所有 に もとつかない 支配 集団 として の専 門経 営者 を出現 させ
ている ことを,1929年現在 の上位(資 産 額)非 金融200社の巨大株式会 社 についての実 証的研 究に
よ って主張 した。彼 らは,会 社 支配 の概念 を,取 締役 の過半 数 を選任 でき る実 質的権 限 ・議決権 と
して とらえた うえで,株 式会 社の代 表的 支配形 態 を,完 全所有 支配(議 決権 株保有 ・80%以 上),
過半数 所有 支配(50%以 上80%未 満),少 数所有 支配(20%以 上50%未 満),法 律的手段
(持株会社,無 議決 権株式発行 な ど)に よる支配,株 式所有 の高度分散 で支配個人株主 が見いだせ
ない経 営者支配な どに分類 し,調 査200祉の44%(資 産 では58%)に おいてす でに経 営者支配
が成立 して い ることを示 した。 そ して同時 に,彼 らは,経 営者 支配 企業 にお け る経営者 の行動動機
もし くは行動 基準 を,古 典 派経済学 の基礎 にあ る所有者=経 営者 の それ ・最大利潤追 求 とは異 な る
もの として新 しく措 定す る ことの必要性 を唱 え,利 害調整者 と しての機 能に経営者 の社会 的役割 や
くの
責任 を求 めよ うと試 みた のであ る。
バー リと ミー ンズが指摘 した所有 と経 営 の分 離一 …経営者 支配 への推 移は,そ の後 の調 査研究 で,
さ らに進行 してい るこ とが示 されてい る。 た とえぽ ラー ナー(R・J・Larner)は,1963年時点 の調
査 で,ア メ リカ最大非金融会 社200社の うち経 営者 支配 の会社 数は84・5%に 達 してい ること を示
した。 また三戸 公教授 らも,日 本 の最大非 金融200社につ いて行 った調査 で,経 営者支配 の会社
数 が,1956年現 在66%に のぼる ことを萌 らかに して いる(表1)。
所有 支配 か ら経営者支配 への会 社支配形態 の推移 の主 張は,巨 大株式会社 や専門経 営者 の性格 や
役割 のみな らず,さ らには現代 資本主義 の性格 に もかかわ る重要な 内容 をもつた めに,多 様 な賛 否
両論 をよびお こしてきてい る。論 争 内容 その ものに立ち入 ることは,こ こでの直接 の課題 でない の
くの
で避けるが,所有者支配の終焉や利潤原理の後退などの主張をともなっている点で,経営者支配論
には問題があるといわなければならない。
株式所有の分散による個人大株主層の後退は,株 式会社の資本集中形態としての性格からして必
然的な傾向といってよいであろう。資本集中にともなって個人大株主の持株比率の相対的な低下が
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表1米 日最大200社の支配形態の推移
完全所有支配
過半数所有支配
少数所有支配
法律的手段による支配
経営者支配
管財人管理
合 計
(米)(日)(米)
1929年1956年1963年
数「%1数1%1数1%
12
10
46.5
41
88、5
2
200
6
5
23
21
44
1
100
0
{4
64
132
200
0
2
32
66
0
5
18
8
169
0
2.5
9
4
84.5
100200100
(出所)1929年.A.A.BerIeandC.Means,TheModernCorporationandPrivate
Property,1932.
1956年.三 戸 公 ほ かr大 企 業 に おけ る所 有 と支 配』 未 来社,1973年.た だ し
1966年調査 で は経 営 者 支 配 は60%に 減 少 して い る。
1963年.R.Larner,ManagementControlandtheLargeCorporation,1970.
不 可避的 にな るか らであ る。 しか しその ことは,専 門経営者 が特定個人株主 の支配か ら相対的 に自
由にな る ことを意味 す ると して も,所 有 その ものか らの 自立をただちに意味 しな いことが注意 され
なけれ ばな らない。株 式所有の分散 ・個人大株主層 の後退 は,現 実 には、年金基金,保 険会社,投
資信託会社 な ど資産 の運用 を行 ってい る機関=制 度(institution)や,銀行,事 業会社 な ど法人 へ
(8)
の株式所有 の集中 を ともな っているか らである。「経営者支配 といわれ る現象は,機 関(法 人 を含
　　
む ・筆者注)所 有 の上に成 立す る支配形態 であ る」 といわ れる理 由で ある。
専門経 営者の登場は,経 営管理 の機能 が,所 有 とは区別 され る独 自の性格 をもつ こと,す なわち,
どの よ うな所有形 態 の もとにおいて も行 われな ければな らない、社会的 ・集 団的労働過程 その もの
の性格 か ら必然 的 に生 じる一般的機能 としての性格 を一面 で もっ ことを示 してい る。 経営 者支配論
は,大 規模 で複 雑な社会的労働過程 を包摂 す る現代の大企業 において経営管理 の もつ 一般的機能 と
しての性 格が顕著 に現 われてい ることを論 じてい る点で有意義で あるが,し か し,現 実 の資本主義
企業 におけ る専門経営者 の経営管 理機能 は,さ きにのべた ことか ら明 らかで あるよ うに,い ぜん と
して資本の所有権 力に従属 してい るの であ る。つ まり,専 門経営者は,資 本運 動の担 い手 であ って,
経営 者支配論 が主張 す るよ うな利 害調整者 でな く,従 業員の代表者で もな いのである。専門経営者
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は,企 業 の経営成果 ・利潤獲得 への貢献能 力 を認め られた人た ちであ り,そ の貢献 を継続 でき る限
りで経営者 として の地位 を維持 で きる人たちであ る。それゆ えに,経 営活動 におけ る基本原理 と し
ての利 潤原理は,経 営者支配型企業 において も後退 していな いのである。1
ところ で,現 代 企業 において経 営職 能 を遂 行 して いる専門経 営者は,個 人 ではな く,複 数 の人間,
さらには トップ ・マネジメ ン トと呼 ば れるい ぐつかの層 を形成 す る集 団 で あ る。 ホールデ ン(P・
E.Holden)らは,ト ップ ・マネ ジメ ン トを,職 能 の面か ら 「受託職能」(trusteefunction),「全
般的管理職能」(genera】managementoradministrativefunction),「部門 管理職能 」(divisiona1
ゆ
ordepartmentalfunction)の三つに分 けてい る。 この区分 は,現 在なお広 く利用 され ている。 た
だ し,最 後 の部門管理職能 は,そ の担 当者が取締役,大 企 業 の事業部門 では役 付取締役 である場 合
も少な くな いが,職 能 その ものについてい えば,事 業i部門 や主要職能都門 の活動 を指揮 ・統制 す・る
管 理職能 としての性格 を強 くもって いる。 した が って,本 来的意味 での経営職能 に含 まれ るのは・
前二者 であ るといえ る。
受託職能 は,株 主 の利 益 を代 表 ・保護 ・促進 し,企 業経 営 の基本方針 や進路 を決定 し,全 体の業
績 を評価 す る職能 であ る。株主総会 にお いて選 ばれ る取締役 の合議体 である取締役会 が,こ の職能
の担 い手 であ る。 これ に対 し,全 般的管理層 は,取 締役 会 が決 めた基本方針 および,取 締役会 が委
任 した権限 の範 囲に したが って、経営活動 の全体 を具体的 に計 画 ・指揮 ・統制 する職能 である。担
い手 は,代 表取締役 と しての社長 あるいは会長 であ るが,そ の職能 内容 が複雑 かつ広範 であ る大規
模企業 では,社 長 や会長個人 が単独 で職能 を遂行す ることがで きな いために,部 長会,経 営委員会,
常務会 な どの会議体 が設 け られ ると ともに,ジ ェネ ラル ・スタ ッフの積極的 な活用 がはか られる よ
うにな る。
以上 のよ うに,現 代企業 ・株式会社 におけ る トップ ・マネ ジメ ン トは,一 般 に,取 締役会 と社 長
に代 表 され る全般的管理者 とい う,職 能的 に分化 された機関 か らな ってい る。 しか し,西 ドイツの
よ うに,取 締役会 のほか に株主代 表 と被用 者代表 が同数 で参加 す る監査役 会 を トップ ・マネ ジメ ン
ト組 織 と して設けて い る場合 もあれば,日 米 のよ うに,形 式的 には同 じ制度 であ りなが ら実際 には
かな りの違 いがあ るよ うに,そ の実態 は,国 によ っていろいろに異な ってい る。風 聞信隆教授 は,
日米 の}ッ プ ・マネ ジメ ン ト組織 に見 られ る違 い と して一般に指摘 されてい る主 な もの を,つ ぎの
くゆ
よ うに要約 している。
(1)取締役 会 にお ける社外(非 常勤)取 締役 の比率が 日本 では きわめて低 い。例 えば,ア メ リカ
では取締役会 の員数 は平均13人 で,こ の うち,社 外非常勤取締役 が過 半数 を占め るのに対 し,
日本 での取締役会 の員数 は平均22人 で,ほ とん ど社内常勤取 締役 か ら構成 され,社 外取締役
の占め る比重 は10%に 満 たない。
(2)アメ リカでは取締役会 の決 定 ・受 託職能 と執 行担 当常勤役 員の業務 執行職能 とが職 能上明確
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に分化 してい るのに対 し,日 本 では取締役 が執行担 当常勤役員 を兼 ね,両 者 の職 能は未分化 で
あ る。
(3)日本 では取締役 が,会 長 一 社長 一 副 社長 一 専務 一 帯務 一 平取締役 として の身分階層的
に序列化 されてい るのに対 し,ア メ リカでは取締役 の中には会長 がいるだけで他 のメ ンバ ーは
序列化 されていない。
(4)さらに,日 本では,社 長 とその他の役付C常 務 以 上の)取 締役 がT常 務会」 と呼 ばれ る経 営
首脳会議 を組織 し,そ れが トップ ・マ ネ ジメ ン ト機能遂行 に中核的 な役 割 を果 た し,取 締役会
に代 わる意思決 定機関 とな ってい ることが多 い。 この場合 には,取 締役会 は無機能化 し,事 実
上,常 務 会の承 認機関 とな らざるをえな い。
トップ ・マネ ジメ ン トが主 に社内取締役 によ って組織 されてお り,受 託職能 と全般的管理職能 と
の職能的分化 も明確 でない とい うことは,経 営者支配が強 い ことを一面 にお いて示す もの といえ る
が,し か し,そ の ことを日本 の大企業 において可能 にさせてい るのは,さ 鹸 こ指摘 した金融機関 や
事業会社 な ど法人 の株式所有 であ り,』と りわけ,同 じ企業集 団に属 す るそれ ら相互間 におけ る株式
ゆ
持合いによる安定株主の存在である。すなわち,日本の大企業にみられる経営者支配の強さは,企
　 ロの
業集団 内の中核的 な大企業 のあいだの株 式持 合い を基礎 とす る相互信 認,「社長会 」 を介 した相互
信認 に もとつ くもの といわ なければな らな い。
なお,そ の ことに,日 本 の大 企業 の経 営者 を して,ア メ リカの大企業 の経 営者 とは異な る経営 目
標 を設 定でき るよ うに してい る基盤が ある とい う理 由か ら,す なわち,個 人株主 や機 関投資家 が求
め る短期的 な投 資収益 の極 大化 を経 営 目標 にせざ るを得 ないアメ リカの企業経営者 とは異な って,
日本企業 の経営者 が企業成 長 を経営 目標 に して新 製品開発 や市場 シ ェア拡大 な ど成長性指標 を重視
でぎ るよ うに してい る重要 な根拠 があ るとい う理 由か ら,近 年,多 くの関心が向 け られるよ うにな
ってい る。 その ような関心 は,た しかに経営者行動 の国際比較 に とって一定 の意味 がある とい える。
しか し,そ の比較研究か ら,ア メ リカ企 業経 営 二利潤 率 最大化型,日 本企業経 営 二企 業成長型 とい
くゆ
うよ うな結論 を導 き両者の違 い を定式 化す ることは,短 絡す ぎていて正 しくない といわなければな
らないであろ う。 日米企業 のい ずれにおい て も,利 益の 最大化 が最重要 な経営 窩標 をな して いるか
　
らで あ る。
4経 営職能の全体構造
これ までの考察か らわか るよ うに,企 業 に膝け る経 営活動 の職能 的な分化 および細分化 は,企 業
規模 の拡大 とそれに と もな う経営活動の質 量的 な発展 に対応 して,高 度化 ・複雑化 してい く。 そ し
て,そ の結果 として,職 能相互 間の有機的 な関連 も高度 化 ・複雑化 し,ピ ラ ミッ ト状の構造 を示 す
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図3経 営構造の全体像獺下灘細擁
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(出所:中 村瑞穂 ・丸山恵也 ・権泰吉編著r現 代の企業経営 』ミネルヴァ書鴉,1989年,57ページ)
ことにな る。 これ まで にのべた現代企業 の内部に展 開 され る経営活動 の職能分 化 と職能 構造 の全体
を要約 的に示 す と,お およそ うえの図3の よ うにな る。
この ような経 営の職能的 な構造 は,い うまで もな く,静 的 な ものでな く,企 業の経 営活動 のなか
でた えず変化発展 してい く。 したが って,そ のこ とを企 業の行動様式 の変化 と関連 させ て歴 史的 ・
理論 的に考察 す ることが,:企業の経 営組織 の編成 と再編成 の過程 や原理,具 体的な組織形態,そ こ
にお1ナる人間行動 の複 雑な相互作用 の様式 や社会関係 な どの解明に と って必要 であ る・詳 しくは次
稿 以下 の課題 と し,こ こでは,最 近の新 しい技術革新 やそれと結 びついた経営環境 の変化 の もとで
現わ れてい る,経 営め職能的な構造面 におけ る新 しい変化 のい くつ か を簡単 に指摘 す るだけに と ど
めたい。
まず,作 業職能 に:おけ る変化 につ いて。 コンビュタの超 小型化 ・高速化 ・低 価格化 を もた らして
い るME技 術革新 と くに メカ.トtiニクスー一産業用 ロボ ッ ト・NC工 作機械・OA機 器な ど一 の
発展 と,そ れの工場 や事務 所におけ る広範な導入 ・活用(ME化)が,経 験的熟練技能 に依拠 す る
直接作業労働 中心か ら科 学的知識に もとつ く技術的 労働 中心への作業職官捻の新 しい展開 を,一 般 的
な趨勢 として もた らしてい る。ME機 器 の導入 に よるFA化 とOA化 が,労 働手段 の操作制御機 能
を作業者 か ら分離 してME機 器 のなか に組 み込 む ことで,直 接作業 におけ る既存 の経験的熟練 技能
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を不 要化 させてい く反 面,ME機 器 に組 み込 む制御情 報の システムを設計 しプログ ラ ミングす る新
しい知的業務 や,周 辺設備 お よびME機 器 の保守 ・改善 を行 うメ ンテナ ンス業務 の よ うな技術業務
の役割 を増大 させ てい るためであ る。
い うまで もな く,そ れ らの ことの現実具体 的な進行過程 は,一 方的 ・単純 な過程 ではな く,ま た
ロの
そのことが労働者および労働力構成におよぼす影響も一義的ではない。しかし,以上のような変化
を一般的な趨勢としてもたらしているME化それ自体は,生産と労働における労働者の地位と役割
の向上をもたらす技術的条件の発展を意味する。それは 「労働者の労働苦を軽減し,その職務内容
の拡大と高度化をつうじて,肉体労働および事務労働のより高次な知的労働への発展と労働能力の
多面的な発展の可能性を生みだし……また……労働組織についても,システム全体の高度な機能維
持 ・改善を保障するような,自主的で自律的で柔軟な,知能的労働集団をつ くりだす必要性と可能　
性を生みだす」からである。'
しかし,コスト切下げ,品質向上,納 期短縮などをめぐる激しい企業聞競争のもとでは,そのよ
うな可能性が実現するのは,ご く部分的もしくは一時的であるにすぎないことも注意されなければ
ならない。すなわち,激 しい企業間競争のもとで,現実のME化 は,全体としてはむしろ反対の方
向へ労働内容と労働組織の歪みを生みだしていることも,理論的にまた実証的に指摘されている。
広範かつ多様であるそれの発現形態と内容を,大木一訓教授は,労働の協業的性格が解体し労働手
段が労働者に指示し命令するという形で労働の非人開化がすすむこと,従来の熟練や技能が解体さ
れ労働内容が判断業務と定型業務とへ分離 して労働組織が縮小 ・再編されるなかで労働者の階層分
化がすすむこと,労働の濃密化による労働苦の増大がすすむこと,労働力構成の不安定化 ・不安定
被雇用者の比重の増大がすすむこと,雇用労働の不安定就業化と流動化がすすむにしたがって労働
者としての権利を社会的に保障されない未組織労働者が多 くの職種に拡大すること,雇用不安が増
大すること,な どにおいて指摘するとともに,それらの影響の地球規模的な拡大をも重要な動向と
ゆ
して指摘 されて いる。
つ ぎに,管 理 ・監督職能 にお ける変化 について。OA化 の進展,と くに企業本社 や事業 拠点に配
置 され る大 ・中型汎用 コンピュー タと職:場ご とに配 置 され る フ ァク シ ミリ,パ ー ソナル ・コ ンピュ
ー タ,ワ ー ドプロセ ッサな どOA機 器 とを通信 回線 で有機 的に結合 して情 報の分散処理 ・集 中処理
を同時的 に可能 にす る経 営i青報処理 システムの発展 に ともない,作 業管理 ・監督上 の意思決定 の下
部への委譲 と経 営活動 全般 の計 画統制機 能 の上部へ の集 中が同時 的に進行 し,中 間管 理職能 の簡素
⑳
化 ・管理 監督階層 の短縮化傾 向が現 われて いる。
中間管理職 の簡素化 ・管理監督 階層 の短縮化傾 向は,現 実的 には,一一:方での管理監督職 能の サー
ビス職能 や専門職能へ の変換 と,他 方 での資格制度 の導入 によ る専門職 能 の制度 化 とを ともな って
現わ れて いる。 日本の企業 の多 くでは,そ の ことを進 め ることによ り,管 理監督職 能 の簡 素化 に よ
、跳州e田.隈
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って生 じるポス ト不 足 と中高年層 に強 くあ る役 職昇進 希望 との矛盾 の回避が意識的 には か られて い
るが,し か し同時 に,専 門職 の昇格 に際 しての職務遂行 能 力,適 性,仕 事に対 する姿勢等 の査定 を
きび しくした り,管 理監督職 と専 門職 との ヨコの移動 を可能 に した りす ることな どで,能 力主義に
⑳
もとつ く管理監督職 と専門職 の選別 の徹底化 もはか られてい る。
能 力主義的選別 と管理は,今 日の激 しい経営環境 の変化 に対 す る企業 の戦略 的な対応 の一環 と し
て,さ らに新 しい展開 をみせ てい る。 た とえば,総 合 職 コー スと一般職 コー スとを区分 し,そ の う
えで職能資格制度 や経歴管理制度 な どに よる,採 用 か ら退 職 に至 る までの人 事全 般にわ たる トー タ
'⑫
ル ・システム化が すすめ られてい る。 また,選 択定年制 や早期退職優遇制,子 会 社 ・下請 関連会 社
への出向や移籍 な どによる,中 高 年層社 員の選 別,社 外排 出 がつ よめ られて いる。
最後 に,経 営職能 における変化 について。経営活動全般 の計画統制機能 の上部 への集 中傾 向,と
くに経 営職 能 にお ける戦略的意思決定 の並要性 の増大 に と もな って,ゼ ネ ラル ・スタ ッフ職能 の拡
充強化 と,そ れ をと もな う全 般的 管理職能 の組織的強化 とが,大 企業 を中心に進 め られて い る。た
とえば,日 本の大企業 にみ られ る常務会 の協議機関 か ら実質的 な最高意思決定機 関へ の格上 げや少
㈱
数の最高経営層からなる経営会議,経営政策会議などの新設は後者の例であり,経営戦略立案を担
当する社長室や企画室等の拡充と全社的プロジェク ト・チームや小委員会などの新設は前者の例で
⑳
あ るといえる。
また,産 業構造 の変化や経済 の国際化への企業 の経 営戦略的対応 と して積極化 して いる事業構造
の再構築 ・リス トラクチ ャリングと関連 して,個 別企 業の枠 をこえた最高経営職能 の相 互結束 ・協
力 も,「社長会 」 を軸 に企業集 団内部 で強 め られて るい る。 そ して,そ れ を補佐 し補 完す る さまざ
㈱
まな機 関が,委 員会,研 究会,研 究所,部 会 な どの名称 で設 け られてい る。前頁 の図4は,そ の こ
とを三井 系企業集 団につ いて みた ものであ る。
5経 営組織における人間関係
現代企業 にお け る経営活動 の職 能的な分 化 ・細分化 お よび,そ れ らの有機 的関連 と しての職 能的
構造 の展開 のなかで,分 化 され専 門化 され る経 営活動 の部分=職 務 を遂 行す る人間相互間 の関係 も
複雑 な展開 を示す ようにな る。は じめに指摘 した よ うに,こ の人間相互間 の関係 は,経 営組織 の職
能的構造の面 とは 区別 される経営組織 の人 間的 ・社会的側面 であ り,そ の関係 のあ りか たは,協 働
システムと しての経営組織 の中心 をなす人聞 ・個人 や集 団の役割 や作業意欲 ・動機 づけ と も直接 に
かかわ る重 要な現実的意味 を もっている。
経 営組織 におけ る人聞相互間 の関係は,お おぎ く次の三つ,す なわ ち,職 能的人 間関係,社 会的
人聞関係 お よび心 理的人聞関係 に区別す るこ とが できる。
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ω 職能的人間関係。これまでに考察したような分化 ・細分化される職能ないし職務の担い手と
しての人間の相互関係である。この関係は,経営活動の過程的 ・水平的職能分化と階層的 ・垂直的
職能分化に対応して水平的にも垂直的にも形成される,社会的労働の場における技術的な入間関係
である。作業者相互間の水平的に把握される人聞関係はもとより,経営者,管理者,監督者,作業
者という階層的に把握される人間関係もまた,そ れ自体としては,こ うした職能 ・職務上の区別に
もとつく技術的な人間関係としての性格をもっている。
経営組織が経営目的を達成するために意識的 ・計画的につくられる人びとの協働のシステムであ
る以上,経営目的の達成のために必要とされる仕事,職能ないしは職務の担い手としての人間相互
間におげる技術的な関係は,経営組織の機軸をなす人間関係であるといえる。したがって,こ の関
係を目的合理的に編成することが,経営組織の重要な実践的課題となり,また経営組織論の重要な
研究課題となるのである。
職能ないしは職務の担い手として把握される人間およびその相互関係は,技術的に合理的な組織
構造やその編成原理の追求を中心的な課題にしている伝統的組織論(科学的管理論 ・管理論的組織
論 ・官僚制理論など)にお隔てもっとも集中的に扱われてきている。周知のように,そ こでは,経
営における人間およびその諸関係は,も っぱらといってよいほど,この職能ないしは職務の担い手
としての人間(一流労働者,職務担当能力 ・資格保持者など)において,そ して,職能 ・職務相互
間の関係を規定する非人格的な諸原則(統制範囲原則,命令一元性原則,責任権限対応原則,例 外
㈱
原則など)において考察されている。
② 社会的人間関係。経営諸手段の所有関係を基礎とする人聞相互間の歴史的社会的な関係であ
る。経営活動における人間の職能的な関係も,.現実には,たんなる技術的な関係としてあるのでは
なく,歴史的に特殊な社会的な関係としての性格をあわせもつものとして具体化される。たとえば
資本主義企業においては,経営者は経営者一般ではなく,経営諸手段の所有者 もしくはその経営受
託者としてのそれであり,作業者 もまた労働者一般ではな く,経営諸手段の所有から切 り離されて
いる賃労働者である。そして管理 ・監督者は,賃労働者である点では作業者と同じであるが,し か
し,一般の作業者とは異なり,経営者のもとで資本機能を部分的に遂行する 「特別種類」の賃労働
者である。
経営における労使関係として具体化されるこの社会的な人間関係は,職能上の区別による技術的
な人間関係とは区別されるものであるが,しかし,両者の関連は経営組織にとってきわめて重要な
意味をもっている。経営組織の中心問題である人間相互間の技術的な関係を目的合理的に編成 し維
持する問題は,社会的な人聞関係のありかたによって現実に条件づけられるからである。したがっ
て,技術的な人間関係と社会的人間関係との調和,そのために必要である後者の関係の対立的な関
係から協力的な関係への展開が,企業の経営実践上の:重要な課題となるのである。そのことを可能
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にす る条件 や方 法が,労 使 関係管 理研究の課題 と して多面的 に追及 されてい る理 由であ る。
⑧ 心理的人間関係。経営 の内部 で 日常 的に展 開 され る多面的 な人 びとの人格的 な接 触過程 で 自
然発生的 に形成 され る人間 関係 であ る。 この関係 を直接 的 に規定 しているのは,共 感 も しくは反感
と して表現 され るところの心理 的 ・感情的 な要因で ある。一般 に心理 や感情 は,人 び との生存 の 日
常的 な諸条件 の影響 の もとで生成 し発展 す るものであ るか ら,経 営 にお け る心理的 ・感情 的な人間
関係は,職 能的人間関係 や社会的人間関係 と無関係 にあ るわけではない。 しか し,ひ とたび形成 さ
れ ると,そ れは,前 二者 とは区別 され る相対的 に独 自な性格 を もつ構 造や機能 を うみだ し,人 び と
の行動 を直接 あ るいは間接 に規 制 し,ま た そ うす る ことによ って,前 二者の関係に も複雑 な作用 を
お よぼす よ うにな る。
経営組織 におけ るこの心 理的 な人 間関係の働 きを重視 し最初 に理論 化 したのは,周 知 のよ うにメ
イ ヨー(E・Mayo)を代 表者 とす る初;期「人間関係学派」 であ る。彼 らは,経 営にお ける心理的人
間関係 の構 造 を、経 営 目的達成 のため 「費用 と能率 の論理」(logicofcost'ande茄ciency)にもと
づ き意識 的計画的 につ くられ るフ ォー マル組織 とは区別 され ると ころの,「感 情の論理」(logicof
sgntiments)にもとつ くインフ ォーマル組織 として捉 えるとと もに,そ れの積極的 な役割 と して集
団成員 に安定感,一 体 感,帰 属 感 を与 えている点 を指摘 した。そ して彼 らは,こ の インフ ォーマル
組織 の積極 的な役割 を経 営におけ る 「自発的協働」関係 の基盤 にす ることの重要性 と,そ のよ うな
関係の形成 と維持 に必要 な 「社会的技能」(socialskill)一協働 に気 の合 う仲間 と して参加 してい
　
けるよう他人の態度や考えに対応する対人技能の開発の重要性を強調した。
以上のように,現実の経営の場において,職能的人間関係や社会的人聞関係や心理的人聞関係が
相対的に独自な構造と役割をもつものとして形成され展開されているということは,要 するに,経
営組織における人間が,単なる職能ないし職務の担い手=労 働力的存在ではな く,独立の人格とし
て理性も感情 ももち,行動の動機としてさまざまな人間的要求や欲求をもつ,社会的存在であると
同時に心理的な存在でもあるということを意味している。したがって,前述の人間諸関係 も,互い
に孤立的にではなく,密接に関連 しあうものとして把握されるべきである。
経営組織における人間諸関係の具体的なありかたは,経営活動の経済的技術的諸条件の違いで企
業によって異なるだけではなく,社会の歴史的文化的諸条件の違いに規定され国によっても異なっ
ている。経営組織における人澗諸関係を,経済的技術的諸条件のみならず歴史的文化的諸条件との
かかわりあいにおいても考察する必要性が強調される理由である。「日本的経営」の名において行
われている・企業経営のあり方を異ならしめているものとしての,欧米の職務中心的人間関係,産
業別ないしは職業別労使関係に対する日本の集団主義的人間関係,企業別労使関係の歴史的文化的
基盤についてのさまざまな研究も,そのことの具体的な現われの一つであ為。
それらのことについては別の機会に改めて取り上げることにするが,しかし,そのような違いに
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かかわりなく,企業経営上の共通の今日的課題として,経営組織における人間性の回復と人間諸関
係の改善の必要性が強調され,そ のための具体的な方策として,職務再設計一 職務交替,職務拡
大,職務充実化一,職 場における小集団活動,経営参加制度などが研究され活用されていること
も,同時に注意されなければならない。ひろく 「経営組織の人間化」を志向するものとして進めら
れているこうした諸方策の研究は,自主的で創造的な生活を求める人びとの高次の人間的欲求の重
要性の認識に根ざしている点で,たんに企業経営上の必要性だけでなく,今日の時代的な必要性を
あわせもつものといえる。しかしながら,それらの活用は,現実には費用と能率の論理,経済技術
的合理性という企業経営の実践的必要性の枠のなかで企てられているにすぎないのである。このこ
とは,「人間化」 の諸方策が,今 日の時代的要求である自主的で創造的な生活を求める人びとの人
間的欲求の高まりを企業経営上の必要性の観点からコンティンジェントに処理する経営管理の技術
に倭少化される恐れがあることを意味している。
注 ω 『マ ル ク ス ・エ ンゲ ル ス全 集 』 第2$巻a,大 月書房,423.ペー ジ。
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